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新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の 

期間延長を受けた緊急提言 
 

 

 先月７日の緊急事態宣言の再発出及び１３日の対象区域拡大が行われて約１

か月が経過した現在、多くの国民や事業者の皆様のご協力により新規感染者数

は減少傾向にあるものの、いまだ感染の水準が高く医療提供体制のひっ迫が続

いている地域もあり、この度緊急事態宣言の期間が延長されることとなった。 

こうした中、国会においては第３次補正予算及び新型インフルエンザ等対策

特別措置法等の一部を改正する法律が成立したところであり、全国知事会から

の累次の緊急提言を踏まえ、様々な取組の実効性を確保するための予算の確保

や法改正を行っていただいたことについて、政府や与野党の関係者の皆様のご

尽力に深く感謝を申し上げたい。 

我々４７人の知事は、国とも連携しつつ一致結束して一日も早く緊急事態宣

言を解除し、全ての地域でステージⅡ以下等へ感染を収束させることができる

よう全力を尽くし、もう一度安心と希望をもって暮らしていける日々を取り戻

す決意である。 

ついては、政府におかれても、下記の項目について対処されるよう提言する。 

 

１．緊急事態宣言・緊急事態措置について 

○ 国においては、国民・事業者が一体となって短期的・集中的に対策に取り

組むため、国民に危機感を伝え、行動変容を促す強いメッセージを発出する

とともに、営業時間短縮要請や外出自粛などの緊急事態措置の効果や改善策

について専門的知見を踏まえ分析を行い、わかりやすい丁寧な説明を行うこ

と。併せて、各都道府県においても実効再生産数を算出し、迅速に対策の効

果を把握できるよう、国としても計算方法を共有する等協力すること。 

○ 緊急事態宣言は国民生活及び国民経済に大きな影響を及ぼすため、緊急事

態宣言の発出及び解除に当たっては、各都道府県の実態を十分に把握した上

で、慎重に検討する必要があることから、ステージ判断の指標を目安としつ

つ、都道府県と十分に情報共有や意見交換を行った上で、国において適切に

判断すること。併せて、宣言解除後も引き続き感染状況がステージⅡ相当ま

で確実に下がるまで、都道府県の意見を尊重し強力な対策を講じること。 

○ 緊急事態宣言が発出されている地域とそれ以外の地域との間の不要不急の

往来の自粛について、引き続き呼びかけること。併せて、昨年度の経験を踏

まえ、年度末・年度初めに全国的に人の移動が増加し、感染が再拡大するこ
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とのないよう、対策を検討すること。また、テレワークや時差出勤の促進に

ついて、事業者への要請などの措置を含め検討するとともに、「働き方改革推

進支援助成金（新型コロナウイルス感染症対策のためのテレワークコース）」

の柔軟な運用を図るなど支援を強化すること。 

○ 全国で一致団結し感染拡大を抑え込む対策を実施してきたところであり、

精力的に取り組んだ緊急事態宣言対象地域以外においても、飲食業をはじめ

観光、交通等を含め各業種に厳しい影響が生じており、こうした事業者が国

全体の感染拡大防止に協力し雇用継続に努力されていることに鑑み、国にお

かれては、緊急事態宣言対象地域以外においても実効性ある経済雇用対策を

公平に講ずるよう、強く求める。 

○ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関して、「協力要請推

進枠」の運用拡大を継続するほか弾力的な運用を行うなど、休業や営業時間

短縮要請が円滑に行えるよう引き続き国として全面的な財政措置を行うこと。 

○ 今回の緊急事態措置は、飲食業を中心に営業時間短縮要請が講じられたた

め、緊急事態宣言の対象でない地域において要請が行われた場合はもとより、

要請が行われていない場合にあっても、飲食業及び関連事業者の売上が激減

している状況を踏まえ、持続化給付金や家賃支援給付金の再度の支給などに

より地域間の不公平を是正し、全国の飲食業を支援すること。また、営業時

間短縮要請の協力金については、緊急事態措置対象地域内外で公平な措置を

講ずるとともに、事業規模に応じた支給等のあり方について検討すること。 

○ 営業時間短縮要請により、飲食店で働くパートやアルバイトも経済的な影

響を受けることから、事業者に対して、パート、アルバイト等への休業手当

の支払いと雇用調整助成金の活用などを強く働きかけること。加えて、労働

者が直接国へ請求できる休業支援金・休業給付金について、学生や女性を含

めた非正規労働者に対して制度の活用に向けた周知を徹底するとともに、申

請に関するサポート体制を整備すること。 

○ 緊急事態宣言に伴う外出自粛等の影響により売上が減少した中堅・中小事

業者に対する一時金の給付について、対象となる事業者の考え方等を早期に

明らかにするとともに、提出書類や審査を簡素化し速やかに支給すること。

また、緊急事態宣言対象地域からの利用者の減少により直接的・間接的な影

響を受けた全国各地の事業者に加えて、緊急事態宣言対象地域以外において

営業時間短縮要請に応じた事業者や取引先、加えて、独自の会合等の自粛要

請を行った場合も対象とするなど公平性のあるもとのし、支給額の上限引上

げ、売上げ要件の緩和など、大幅な拡充を図ること。 
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○ 特措法に基づく営業時間短縮要請の対象外業種（仕入れ先や観光関連事業

者、遊興施設等）や緊急事態宣言地域以外の事業者にも幅広く影響が及んで

いることから、国において既に対応された実質無利子・無担保融資の拡充に

加えて、持続化給付金や家賃支援給付金の再度の支給や要件緩和、企業規模

に応じた支援額の引上げ、民間金融機関の実質無利子・無担保融資の期間延

長、大企業とみなされ対象外となる地方の中堅企業に対しての中小企業支援

策の適用などを通じ、事業者や労働者等への支援を行うこと。併せて、これ

ら支援策の活用を働きかけるための周知・広報や申請サポート体制を整備す

ること。 

○ 特定都道府県が策定することとされた高齢者施設の従事者等への検査の集

中的実施計画に関して、宣言が解除された場合の取扱いも含め詳細を明らか

にするとともに、その経費は全額、国の責任において負担すること。併せて、

特定都道府県以外の地域における検査についても支援すること。 

 

２．特措法・感染症法改正を踏まえた対応について 

○ 政省令への委任事項や、罰則に関する事項をはじめ改正内容の公平な運用

に当たっての指針やガイドラインについて、都道府県の意見も聴いた上で早

急に示すこと。 

○ 改正特措法に基づく「まん延防止等重点措置」や基本的対処方針に基づく

「緊急事態宣言に準じた措置」の内容や適用基準などの詳細を示すこと。 

○ 緊急事態宣言から「まん延防止等重点措置」へ段階的に対策を移行できる

よう、まん延防止等重点措置を実施すべき区域において、営業時間短縮要請

に応じた事業者に対して、「協力要請推進枠」による支援の金額を緊急事態宣

言の対象地域と同額に引き上げることをはじめ、改正特別措置法第 63条の２

の規定を踏まえた具体的な措置を早期に示すこと。 

 

３．医療提供体制や医療従事者の処遇改善について 

○ 今後も新型コロナウイルス感染症患者の急増により、重症者や死亡者も増

加し、通常医療にも支障が生じるなど、医療崩壊が懸念されることから、医

療体制の抜本的な強化に向けて早急に強力な追加的措置を行うとともに、感

染爆発時を想定した医療体制のあり方についても検討すること。 

○ 厳しい医療提供体制の状況に鑑み、新型コロナウイルス感染症患者を受け

入れる医療機関が十分な病床を確保し適切に対処できるよう、重症病床の確
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保や、人工透析患者・要介護者・認知症患者などの要配慮者への対応なども

含め、重点医療機関以外も対象として支援の充実を図ること。また、重点医

療機関の施設要件について、病棟単位ではなくフロア単位とするなど弾力的

な運用を認めることや、回復した患者のために病床を確保することにより生

じた空床を病床確保料により補償するなど、新型コロナウイルス感染症緊急

包括支援交付金の対象拡大や弾力的な運用を認めるとともに、速やかな交付

を実現すること。加えて、入院協力医療機関におけるＣＴ撮影装置の整備を

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とすること。 

○ 新型コロナウイルス感染症から回復した患者の転院を受け入れる医療機関

に対する診療報酬の更なる拡充や新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交

付金による支援を行うとともに、同一病院内のコロナ病棟から一般病棟等へ

の転床も対象とすること。また、後方支援病床について、新型コロナウイル

ス感染症患者を受け入れる病床と同様の空床確保料制度を設けること。併せ

て、回復患者の転退院を受け入れる医療機関や社会福祉施設への協力金や診

療報酬の更なる拡充、転院者が原因でクラスターが発生した場合の補償など、

早急に支援策を示すこと。 

〇 自宅療養や入院までの自宅待機を行う患者へのフォローアップを確実に行

うため、医師による往診等の支援を行うこと。 

○ 感染症患者の治療の現場を支える医療従事者や搬送等を行う救急隊員、エ

ッセンシャルワーカーを支える保育所や放課後児童クラブの職員等に報いる

ため、慰労金の追加給付や対象期間の延長、支給対象の拡大等処遇改善を図

ること。 

○ 医師や看護師等への処遇改善のための新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金の補助上限額の引き上げについては、重点医療機関以外の医療機

関においても、クラスター発生時など新型コロナウイルス感染症対応のため

派遣されるケースもあることから、医療機関の通常の体制を確保するために

派遣した医師・看護職員等のほか、宿泊療養施設や社会福祉施設等に派遣さ

れる医療従事者も含め当該措置の対象を拡大すること。また、医療従事者の

派遣に伴い体制を縮小せざるを得ない派遣元医療機関の減収に対しても支援

を行うこと。 

○ 看護師等の負担軽減の観点から、清掃・消毒・リネン交換等の委託経費も

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とされているが、この

措置を実効性あるものとするためにも、国において業界団体等と連携して清

掃作業等を担える事業者の育成支援を行うなど積極的に対応すること。 
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○ 多くの医療機関で新型コロナウイルス感染症患者の受入れの有無にかかわ

らず厳しい経営状況にあることから、医療機関の経営悪化へ歯止めをかける

よう、診療報酬のあり方も含め引き続き戦略的かつ継続的に対処すること。

加えて、薬局、健診機関、介護・福祉サービス、あん摩マッサージ・鍼灸・

柔道整復等の事業所等についても、処方箋受付の減少や利用控えなどにより

経営上困難な状況であることから、経営安定化のための財政支援等について

も、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の拡充等を図ること。 

○ 新型コロナウイルス感染症の重症・中等症患者の受入については、公立・

公的医療機関が中心的な役割を果たしている。これらの医療機関からより一

層の協力を得るとともに、今後の新興・再興感染症の感染拡大にも対応でき

るよう、公立・公的医療機関の二次・三次医療に係る診療報酬を大幅に引き

上げること。 

○ 診療・検査体制の拡充を図るため、新型コロナウイルス感染症緊急包括支

援交付金におけるスタッフに対する危険手当の創設や予防的 PCR 検査費用へ

の補助、スタッフの感染時の休業補償、事務職員を含む労災給付上乗せ補償

の保険料支援を行うこと。 

○ 保健師のみならず感染拡大地域への医師・看護師の応援派遣についても、

いかなる状況にも対応できるよう、国において総合調整をしっかりと行うと

ともに、その他の感染拡大地域支援も含め自衛隊の活用など機動的な対応を

実施すること。併せて、ＤＭＡＴ等を参考に、感染症危機管理対策に機動的

に対応できる医療チームの育成等を国の責任で行うこと。 

 

４．ワクチン接種体制の確保について 

○ ２月中旬の医療従事者への先行接種を皮切りに、国民へのワクチン接種が

円滑かつ迅速に実施することができるよう、ワクチン接種の意義及び副反応、

禁忌事項も含めた具体的情報について、ポータルサイト開設も含め積極的に

国民に対し周知・広報を行うこと。また、医療従事者の先行接種において明

らかとなった接種率など接種の状況や実施運営上の課題などについて速やか

に示すこと。併せて、ワクチンの配送について、都道府県と協議し確実に実

施すること。 

○ 契約締結に至っているワクチン３種類について、それぞれ保管の条件や供

給単位など取扱いが異なることから、確実かつ早急なワクチン接種を進める

ため、国としても日本医師会等への協力要請を行うことも含め国全体で早め

に接種体制を整えるとともに、十分な量のワクチンを確保し、供給されるワ

クチンの種類や量、また供給時期についていち早く詳細にわたり自治体に示
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すこと。併せて、生理食塩水用の針とシリンジの必要量を現場で確保できる

よう、国としても対策を講ずること。 

○ ワクチン接種のスケジュールの決定にあたっては、関係者間の十分な調整

と実務や調整を行う市町村・都道府県の意見の反映を行ったうえで、国が責

任を持って現実的な計画を提示すること。また、ワクチン接種に際しては、

大規模な接種を円滑に実現するため、優先接種について、地域の実情に合わ

せた接種対象の弾力化を含めた柔軟な対応を認めるとともに、各自治体が作

成する接種計画を尊重し、小規模な離島においては、高齢者と６５歳未満の

住民を同時に接種を行うなど、ワクチン接種を希望する方へ速やかに対応で

きるよう、地域の実情に応じた工夫や取り組みに対して、不測の事態への国

としての対応も含めて万全の支援を行うこと。併せて、ワクチン接種に係る

意義や予診票の記入方法の説明動画等、全国的に必要と考えられる周知・啓

発の素材について、国において準備し全国に配布するとともに、集団接種会

場に係る診療所開設許可申請については、事後の対応を可とするだけでなく、

申請書の記載事項や添付書類を省略するなど市町村の負担軽減を図ること。 

○ 第３次補正予算の成立を受けて、新型コロナウイルスワクチン接種体制確

保事業の上限額が示されたところであるが、予約システム運用や接種会場へ

の交通費なども含め接種体制の整備に係る費用に地方の負担が生じないよう、

引き続き、地方自治体の意見も踏まえ、国の責任において必要な措置を講じ

ること。 

○ ワクチン接種に係る新システムについては、市町村に過度な事務負担を課

さない設計を行い、早期にその概要を示すとともに、２月中旬から始まる医

療従事者優先接種において、市町村に事務負担が生じないようシステム

（V-SYS）の対応を早急に行い、接種者情報管理の新システムが実務に支障を

来さないよう配慮すること。併せて、東日本大震災の避難者も含め漏れのな

い接種体制を確立すること。 

○ 国が示した接種委託費用単価（2,070円）の積算には再診料が加味されてお

り、一般に初診料を基礎に設定されているインフルエンザ予防接種費用と比

較しても、低く抑えられている。今後医療機関に対し、感染防止対策や副反

応への対応を行った上で、通常診療を抑制して接種実施を要請することにな

る中、接種医療機関をできるだけ多く確保するためにも、十分なインセンテ

ィブを持った単価設定とすること。併せて、副反応発生時における症状別対

処方法の詳細を示すこと。 

○ 各都道府県に設置が求められている副反応専門医療機関の設置については、

大学病院や急性期病院など地域の中核的医療機関が想定されているが、これ
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らの医療機関は、通常診療に加え、さまざまな新型コロナウイルス感染症対

応を実施している状況であるため、国において、その他の医療機関も含めた

役割を整理し一定の方向性を示すこと。また、副反応専門医療機関への協力

依頼内容が示されていないため、都道府県で対応が異なることがないよう、

国が統一して具体的内容を示すこと。 

○ 新型コロナウイルスを完全に制圧するため、政府は基金の創設など大胆な

資金投入を行い、国産ワクチン製造の支援も含め、必要十分なワクチンの確

保・供給を図るとともに、特効薬や治療法の確立を実現すること。また、治

療薬等の研究開発を行う企業に対し重点的な支援を行うほか、医薬品・医療

機器等の産業育成を戦略的に進めること。 

 

５．保健所機能の確保等について 

○ 医療現場の負担を減らすためにも根本的に感染者数を抑制することが必要

であり、積極的疫学調査や入院勧告などの重要な機能を保健所が円滑に行う

ことができる体制を確保する重要性を国として十分に認識し、全国にわたる

感染拡大防止対策を確立するとともに、国としても保健師の派遣や育成も含

めた体制の充実・確保を図ること。併せて、保健所業務のひっ迫に対応する

ため、業務の見直しを行い、効率化・簡素化について検討すること。 

○ 検査体制の充実について、検査技師等の人材育成を図ることも含め、必要

な体制の確保を図るとともに、幅広い検査により感染抑制につながる各地域

の積極的検査を支援すること。併せて、民間検査機関や医療機関によって、

陽性の判断がばらつくことのないよう、ＣＴ値等について国の統一的な指針

を定めること。また、民間検査機関による陽性の検査結果が保健所に確実に

届く仕組みをつくること。 

○ 全国各地で変異株の感染が確認されており、国において、国内でのウイル

スの変異を常時監視することにより、都道府県知事が迅速に対応できるよう、

全国各地の新型コロナウイルス検体の遺伝子解析を行い、国内の新型コロナ

ウイルスの感染力や世界各国で確認されている変異株との関係について分析

し、感染力の変化や特性、後遺症などの科学的・専門的情報を迅速に提供す

ること。 

 

６．水際対策について 

○ 現在、都道府県が行っている入国者・帰国者に対する健康観察については、

対象人数の多さ、連絡の取りづらさ等から新型コロナウイルス感染症対策の
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要である保健所の負担につながっているため、入国者・帰国者に対する健康

観察については、国の責任において行うなど、水際対策に係る地方自治体の

負担を軽減するとともに、入国者・帰国者に関する情報を都道府県と共有す

ること。 

○ 世界各国での変異株の確認等を踏まえ、各国からの入国制限や入国時の待

機期間等の条件を必要に応じて見直すなど、世界各国の感染状況を踏まえ徹

底した水際対策を一層強化すること。 

 

７．経済対策について 

○ 緊急事態宣言の延長に伴う Go To トラベル事業等の再開の再延期も相まっ

て、裾野の広い観光産業をはじめ、地域経済に大きな影響が及んでおり、引

き続き経済情勢を踏まえて機動的に雇用創出・消費喚起対策や総需要対策を

行うこと。特に、大きな損失を被っているバス・鉄道・航路・タクシー・運

転代行等の交通事業者や旅行業者・宿泊業者・土産物店等の観光関連事業者、

飲食事業者に対し、事業規模に応じた手厚い経営支援を行うこと。また、コ

メをはじめ農林水産業への影響に対する対策を講じること。 

○ 生産性向上や新たな付加価値創出、産業の国内回帰、新たなビジネスモデ

ルへの転換等に対する予算措置を、地域独自の対策の支援も含め、十分に講

じること。 

○ 第３次補正予算に計上された中小企業等事業再構築促進事業や中小企業生

産性革命推進事業については、多くの事業者が活用できるよう柔軟な運用を

行うこと。 

○ 各地域の実情に応じた経済社会対策が必要であり、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金については、今後の感染状況も踏まえ、必要に

応じた予備費の活用も含め、交付金の増額を機動的に行うこと。 

○ Go To キャンペーン事業については、感染状況などの地域の実情を踏まえ、

感染が落ち着いている地域の宿泊施設をその地域の住民が利用する場合に限

って再開するなど、感染状況に応じて適切に運用すること。特に Go To Eat

事業については、食事券の販売期間及び利用期間が都道府県ごとの運用とさ

れていることから、事業者や国民に混乱を与えることのないよう適時適切な

周知に努めるとともに、Go To Eatキャンペーン事務局からの加盟店への代金

振り込みが早期に行われるよう対応を講ずること。 
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８．雇用対策について 

〇 新型コロナのもたらす影響により雇用に対する情勢が深刻化しつつあり、

雇用調整助成金の特例措置や休業支援金・休業給付金の更なる対象拡充・延

長に加え、失業給付の充実を図り、基金を活用した「緊急雇用創出事業」を

早期に創設するなど、機動的かつ効果的な雇用対策を行うこと。 

〇 新型コロナウイルス感染症に伴う離職者を支援するため、新たなスキルの

習得といった職業能力開発促進策等の一層の拡充・強化を講じ、人手不足や

成長分野への労働力移動を図ること。 

 

９．誰ひとり取り残さない社会の構築について 

○ 感染者及び最前線で治療に当たる医療従事者をはじめとするエッセンシャ

ルワーカーやその家族、更には他の都道府県からの来訪者や外国人等に対す

るデマの拡散、偏見や差別、心ない誹謗中傷、感染者等個人の特定などによ

り人権が脅かされることのないよう、国においても人権を守る対策を強力に

講じること。 

  また、地方の相談窓口の設置やネットモニタリング業務等に対する財政支

援、国によるＳＮＳ人権相談窓口の設置などを行うとともに、国において感

染者情報等の統一的な公表基準を定めること。 

○ 在住外国人の感染が各地域で拡大していることから、在住外国人に対して

は、改めて感染対策を呼びかけるとともに、国においても感染拡大防止につ

なげるための実態把握等を行うこと。また、在住外国人を雇用する派遣事業

者や派遣先についても業種別ガイドラインを策定するなど、感染防止対策を

徹底すること。更に、在住外国人に対する保健所の積極的疫学調査、入院調

整、健康観察等をはじめ、宿泊療養施設又は自宅における療養、外来診療・

検査等が円滑に進むよう、通訳者等の雇用や多言語化等にかかる経費につい

て、十分な財政的支援を講じるとともに、特に地域で不足する通訳者等の人

材の確保・育成を行うこと。また、外国人住民への適切なワクチン接種のた

め、問診票等の多言語化やコールセンターでの多言語対応などの環境整備と

市町村への財政支援も確実に行うこと。 

○ 子どもの貧困や児童虐待の潜在化のおそれなどを踏まえ、子ども食堂をは

じめ地域で子育て支援を行う団体への支援を強化するとともに、ひとり親家

庭への継続的な支援や生活福祉資金貸付等の各種特例措置の継続、修学旅行

実施への配慮、大学生等の経済的負担の軽減や再び就職氷河期世代を生み出

さないための対策を講じるなど、将来世代等を応援するための対策を行うこ

と。 
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○ 生活が困難な方を支える生活福祉資金の特例貸付について、償還免除の制

度が有効に活用される形で、その具体的な取扱いを早期に示すとともに、今

後、生活が困難な方への相談や支援の中心となる生活困窮者自立支援事業の

上限枠を見直すなど、継続的な支援体制が整備できるよう支援すること。 

○ 大学入試や就職・就業の際に必要となる各種の国家試験等について、受験

生本人に感染が確認された場合や、感染が拡大している地域が試験地となっ

ている場合等においても受験機会が最大限確保されるよう、オンライン試験

の導入や代替日の設定を行うなど、国において環境整備を図ること。 

○ コロナ禍における自殺者が増加していることを踏まえ、国においても自殺

対策を強力に講じるとともに、交付金等の弾力的な運用を図ること。 
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